
中期計画 (素案) 単価、事業量等一覧 (精査中)

１
　
国
際
競
争
力
の
確
保

Э基幹ネットワークの
整備

基幹ネット
(H19年 度)
233兆円/年

23 0兆 円 20 0兆 円 22 7兆円

拠点llな空港 港湾か
らiCべのアクセス改善

国際標準コンテナ草
の適行支障区間の解
,肖

13,ヒ円 13兆 円 11兆 円

2

活地
力●
のの
強 白
イヒ立

と

0生活幹線道路
ネットワークの形成

約2.000区間 ※ 33億円/区 間 7 6兆 円 70'ヒ円 70'ヒ円

Э渋滞対策 約3000箇 所 72億円/箇 所 216兆 円 21 0兆 円 216兆 円

Э開かすの踏切等を
除却する対策

約1400箇所

`′
′θ ,

29億円/箇 所 41兆 円 4 1兆 円 41'ヒ円

３
　
安
全
　
安
心
の
確
保

⑤耐震対策 約10,000橋 15億 円/橋 15兆 円 15兆 円 15,`円

⑥防災 防雪対策 約0000区 間 27億 円/区 間 1 0兆 円 16兆 円 1 6,し円

⑦安心な市衛地形成 約150肺2 150億円/km2 2 3兆 円

'9兆

円 1 9兆 円

③交通事故対策 約40000区 間 14億 円/区 FFl 5 0兆 円 5 6兆 円 34ツ
`円

⑨通学路の歩道整備 約25 000km ※ 13億 円/km 3 3,`日 2 υ

`円

2 3兆 円

⑩踏切の安全対策 約1900箇 所 28億 円/箇 所 05兆 円 0 5兆 円 05,`円

⑪橋梁等の修繕 更新、
維持管理

約10万橋 X

(橋梁補修 更新)
030億円/橋
(維持管理)

4200億円/年

7 2兆 円 7 2兆 円 7 2兆 円

４
　
環
境

の
保
全
と
豊
か
な

生
活
環
境
の
創
造

⑫地求温暖化対策 ③、④
(再掲)

25 7兆円

(再掲)
25 7兆円

(再掲)
25 7,`円

⑬大気質対策 約30箇所 39億円/箇 FF 0 3兆 円 0 2兆 円 0 2兆 円

⑭騒音対策 約2.700km 60億 円/km 19兆 円 1 7,L円 1'兆 円

Dバ リアフリー化

(バリアフリー)
約6 400km
(駅前広場)
約000箇所

(バリアフリー)
12億 円/km
(駅前広場)

10億円/箇 所

17兆 円 15兆 円 15兆 円

⑬察電柱化 約0,700km 44億 円/km 16兆 円 15兆 円 15ツК円

予算委員会 120214
武正公 一提 出資料

出典 :国土交通省作成資料
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※ 地方単独事業分を除いている。



施策男1実績

実績値
(平成15年度～平成18年度)

O生 活幹線道路ネットワークの形成 約1,000区間

○開かずの踏切等を除却する対策 約40箇所

○耐震対策 約4,000橋

○防災 ・防雪対策 約4,000区間

〇無電柱化 約1,000km

平成20年2月13日

国土交通省道路局作成
，

“



高規格幹線道路の供用延長

(単位 :km)

注1高 速 自動車国道のく)内は、高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路である
(外書きであり、高規格幹線道路の総計に含まれている)

注2-般 国道 自動車専用道路の供用延長には、一般国道のバイパス等を活用する区間が含まれる
注3総 延長は、高速自動車国道においては、国土開発幹線自動車道建設法第3条及び高速 自動車国道法第3条、

本州四国連絡道路及び一般国道においては、国土交通大臣の指定に基づく延長を示す

3

総延長
19年度末
供用延長
()進 捗率

20年度末
供用延長
()進 捗率

高規格幹線道路 14,000 9,332 (67%) 9,476 (68%)

高速自動車国道 11,520

(712)

7 , 5 5 3

(7200)

(66%)
(720)

7,625

(72%)

(66%)

一般国道 自動車専用道路
(本州四国連絡道路を含む)

2,480 1,067 (4300) 1,131 (46%)

出典:LTl上交通省作成資料



平成14年度～18年度における
特定大規模道路用地等取得事業貸付先について

公社: 金増 箇所

静岡県土地開発公社 8.8051

一般国遭1号(藤技岡郵1●関連)
―級日道1号(東験珂湾環漱道路)
―捜国道52■(清水:0関連)
一般国遭414号(天城北道路)

二重県土地開発公社 1000 般国道42号(民野屋鷲道路)

愛知県土地開発公社 2000 般回道475,(東 海環状自動車道)

埼玉県土地開発公社 1000 一般回遺460号 (首都圏中央連絡自動車遺)

岐阜県土地開発公社 フフ50 一般国道475号(東海環状自動車道)

横浜市土地開発公社 3520 一般日道

“

8■(首都圏中央適格自動車道)

澪良県土地開発公社 7.011 0一般国遭24号(大和御所遺路)

兵庫県土地開発公社 8500 ―般国道483号(11近奎皇岡自動車遭)
三腰市土地開発公社 1,7003 東京外かく環状道路

調布市市土地開発公社 21116 東京外かく環状遺路

飯田市土地開発公社 4600 ―無国道474号(飯薔道路)

武蔵野市土地開発公社 1905 東京外かく環状道路

線馬区土地開発公社 1,1567 東京外かく環状道路

世田谷区土地開発公社 7466 東京外かく履状道路

大竹市土地開発公社 1,2260 般国道2号(岩国大竹道餞)

千葉県土地開発公社 0000 ―餃目遭|14号(lL千葉道路)

出典 :国土交通省作成資料
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表 平成17年 度道路交通センサス 調査単位区間数の内訳

道 路 種 別 計

高速自動車国道 976

都市高速道路 135

一般国道 (直轄) 4,628

一般国道 (直轄以外) 5,307

主要地方道 10,034

一般都道府県道 15,076

政令市の一般市道 418

合 計 36,574

平成11年度比

12411

114%

108%

102%

102%

101%

126%

103%

集計 :武正公一事務所

表 平成 11年 度道路交通センサス 調査単位区間数の内ER

道 路 種 別 計

高速自動車国道 787

都市高速道路 118

一般国道 (直轄) 4,278

一般国道 (直轄以外) 5,191

主要地方道 9,831

一般都道府県道 14,902

指定市の一般市道 331

合 計 35,438

5

出典 :国土交通省作成資料



全省庁発注随意契約率
(/6年度500万 円以上の発注全契約)

省 庁 名

16年 度 17年度 18年 度

随意契約
全契約件数

随意契約
全契約件数

随意契約
全契約件数

率 数 件 数 率  件数

内 閣 府 824% 408 495 79 1% 575 727 797% 590 740

内閣官房 77 1%1   128 166 85010 85 100 774% 89 115

内閣法制局 571% 4 7 778% 7 9

公正取り委員会 786% 22 28 630%   34 54 556%   15 27

会計検査院 625% 35 56 560%   28 50 450%
ウ
‘

０
４ 60

人 事 院 733% 74 101 732% 30 41 756% 31 41

官 内 庁 720% 170 236 537% 66 123 534% つ
４

ｂ^ 116

社会保険庁 500% 182 ４０^つ
０ 401% 196 489 408% 226 554

警 察 庁 587% 216 368 548% 282 515 61 8% 310 つ
４

Ａ
）

底
Ｊ

金 融 庁 848% 78
０
４

∩
υ 806% 87 108 740% 77 104

総 務 省 709% 307 つ
０

０
０

イ
ｉ 661% 366 554 445% 230 517

法 務 省 700% 236 337 683% 345 505 587% 301 513

外 務 省 822% 217 1264 787% 196 249 68500 235 343

財 務 省 690% 194 281 71 5% 311 435 637% 256 402

文部科学省 603% 111 184 590% 〓
Ｕ

Ｏ
Ｏ 144 359% 56 156

厚生労働省 766% 203 一
Ｄ０^２ 555% 588 1060 507% 569 1123

農林水産省 414%1   101 244 654% 1478 2259 648% 1456 2248

経済産業省 81 7%    138 169 801% 173 216 696% 144 207

国土交通省 898% 1499 1670 845% 1473 1743 761% 1272 1672

環 境 省 923% 542 587 88 7%   541 610 652% 417 640

防 衛 省 562% 68 121 587% 101 172 340% 53 156

防衛施設庁 750%     36 48

累 計 717% 4695 7509 676% 7044 10161 615%6423
|

10245

出典:衆議院予算委員会民主党要求資料 集計、武正公―事務所
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国庫債務負担行為限度額推移調(H13～ H20)
業特男1会計道

事項 平成13年 度 平成14年 度 平成15年 度 平成16年 度 平成17年度 平成18年度 平成19年 度 平成20年 度

沿道環境改善事業 985000 11 205000 0225000 13952000 32305000 40995000 18160000 6045000

電線共同溝整備事業 14672000 20433000 21718000 15040000 20261000 17804000 29595000 36650000

電線共同溝整備事業費補助 218500

沿道環境改善事業費補助 1 140000 434500 792000 327000 2977000 000500

遺路修絡事業 6666000 5390000 6095000 9570000 7428000 8995000 7007000 10010000

交通連携推進事業 5150000 10700000 4660000 10720000 8040000

交通安全施設等整備事業 6000,000 4162000 2366000 2380000 1 629,000 402000 2173000 2133000

交通事故重点対策事業 673000 355000 1324000 1300000

安全市街地整備道路事業費補助 2500000 2150000 1 900000 1900000 1900000

交通連携推進事業費補助 6988500 4676000 2461500 2780000 2447500

交通安全施設等整備事業費補助 565000 755900 390000 1686600 580150 671000 972000

北海道交通連携推進事業 0100000

地域連携推進事業 353450000 203680000 236003000 072320000 442713000

道路資産取得 57440000

道路調査 90000 00000

地域連携推進事業費補助 18260050 20206000 23694000 19548500 13257500

北海道地域連携推進事業 29380,000 16710000 30250000 29455000 22380000

北海道地域連携推進事業費補助 9174000 0603000 9035750 3916000 3047000

離島地域連携推進事業費補助 3066000 5450000 2000000 1 155000 140000

沖縄地域連携推進事業 12040000 7600000 3980000 14000000 5000000

沖縄地域連携推進事業費補助 540000 2590800 2160000 4923000

交通円滑化事業 164665000 134100000 214163000 315332000 299707000

交通円滑イヒ事業費補助 6504500 0340000 8645000 4986000 3793500

沖縄交通円滑化事業 300000 2350000 1320000 7200000

沖縄交通円滑化事業費補助 2340000 6300000 1500000

道路改築lll帯工事 35447000 35638500 05826500 19924700 23110800 11887200 8230114 17586160

道路改築受話工事 60668000 35404000 07468000 04171000 14341000 34820000 13716000 27403000

直幣道路新設及び改築事業 358111 000 329.018,000 444000000
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事項 平成13年 度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年 度 平成18年 度 平成19年度 平成20年 度
直轄道路共同溝事業 40619000 41513,000 02314000

直撃道路交通連携推進道路事業 33035000 41260,000 48650000

一般国道改修費補助 00052,050 31 973300 22931 500

地方道改修費補助 9524000 3485000 3120000

交通連携推進道路事業費補助 5873500 4352000 6032000

北海道直輻道路新設及び改築事業 40250000 25930000 32325000

北海道直轄道路修絡事業 1470000 1 200000 260000 510000 370000

北海道直轄道路交通連携推進道路事業 870000 570000

北海道地方道改修費補助 8151000 4944500 4540000

土地区画整理事業費補助 3600000 3000000 2500000

街路事業費補助 9190000 6027000 4282000

北海道街路事業費補助 6'7000 320000

離島道路事業費補助 2503000 5200000 1 120000

沖縄直轄道路新設事業 5020000

沖縄直轄道路交通連携推進道路事業 100000 3950000 2370000

沖縄一般国道改修費補助 666000 1710000

沖縄地方道改修費補助 5310000 3240000 720000

北海道直轄道路沿道環境改善事業 170000 150000

交通連携推進街路事業費補助 160000 4070000

沖縄直轄道路新設及び改築事業 1 990000 5540000

民間資金等活用直轄道路営結 4025426

北海道交通連携推進道路事業費補助 1760000

北海道直轄道路交通円滑化事業 1070000 0460000 730000 980000

民間資金等活用交通安全施設等整備事業費補助 437500

沖縄直轄道路修繕事業 600000

〈
ロ 計 633804650 020011200 734124926 709959050 601095950 676492250 866692614 923609660
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所管官庁 法人数
所管官庁

出身理事数 理事数
割 合
(%)

内 閣 府 4 22 51 43 1

警 察 庁 7 24 68 35 2

金 融 庁 2 6 26 23 0

総 務 省 41 253 447 56 5

法 務 省 16 107 198 54 0

外 務 省 7 33 106 3 1  1

財 務 省 8 37 78 47 4

文部科学省 32 106 325 32 6

厚生労働省 41 193 453 42 6

農林水産省 41 254 611 41 5

経済産業省 32 137 350 39 1

国土交通省 122 912 1,907 47 8

環 境 省 3 16 44 36 3

防 衛 省 14 206 326 63 1

合  計 370 2,306 4,990 46.2

所管官庁出身理事が3分の1を超える法人(国所管)

割合に一部共管官庁も含む。

出典 :総務省資料  集計、作成 :武正公一事務所
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平成19年度 契約実綾嗣  晰管公益法人(所管公益法人関連)
:国士交頂省会計謀)_____ (連 絡先電話番号 :5253-8111(内 線)21660

番 号 翼鶯措軍∬そlo
所管公益法人名

事業名 契約を締結し
た日

H1942

H19 4 12

契約の相手方の商=
又は名称

―殷競争入オし 指名
競争入札、企画競
争、公寡又は不害
不謁の別

予超面格
(円)

契約金額
(円)

落オL率
Oる)

応本L
(応

募)
業者
数

入札参加 (応募)資 格の内容 (請
偵実績、実務経験者の在籍等,

284 聰 暮讐菫iE5)滑簡早ζ潜罐
(財)道 路開栞掟風

センター 公募 57,981 001 性「彙薔獣若檬葡谷露費羮護γ、
285 鱚 看;;島こ::挙る欝儡

て財)国 土技術研究
ヤ ン ター

公募 69,881,05, ω ,325,00( 99 9% 1

技術力、中立性 /AN平性、守秘

爆樺難製疇霞顧
の

286 蝙 ]奎量[高澪3悽罫皇塞
構築

H19 4 19

H19 4 25

(財,■ 路新産業闘

発機構 公募 39,990,351 39,952,50c 99 9χ 1

技術力、中立性 公平性、守秘

賞美護薄
執行体制、業務実績 (請

287 鱚 雷轟亀:[肇にゴ|:骰
(財)国 十ヽ術研苺

センター
公棗

“

,389,919 44,100,Ooo 99 6% 経F彙藩裏考様晰OI議起議署の
在籍)、 業務実績 (請套実績)

288 鱚 珀奮‡攀ξ襲塾朧 H1952
`財

ヽ国土技術研究
公募 21,99o,101 21,420 000 97 4 1

詈堡窯誉
獣考檬鳥↑重薯奎凄1請セ ンター

289 

晰 露:;菫こ編季誉優!整墜晏
スト

H19 5 2,
(財)道 餡保全技術

センター
公募 20.081,23 19,950,ooo 99 3% 1

詈曇蕃警
裏考様lJ含奨議業譲飛請

2,0 鰈 重量婁
え露贈泄署与詈憾糞奎H19 5 29 鯰 公募

公募

120,355,042 120,225,000 99 8% 性「彙勝晟若株詢↑羹蟻葉震1請
201 蓼 H19 5 29議

雰滸島「属季暑翁塞優壽畢 鬱 80 ,17,717 79,800,00o 99 1χ

98 4χ

99 1%

1

詈堡蕃誉
獣若様濡J↑蚤場美機妥請

詈堡暑帝
裏考様葡↑霙装業鷹鷲請

焉響薯菫暑言
携を蚕r摯冥襲贄績

202 鱚 I::iI量遭誉X堡董重壌H19 5 29
(財)国 土技制 究

センター 公募 39,995,618 89,875,ooo

29: 鰊 信肴ι亀磐僣畠膚層魯掌:嘗Hl' 6 S 鰺 公募 5 878,938 5,827,500 1

出典 i衆議院予算委員会 前原誠司委員(民主党)要求資料
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平成19年度 契約T 実績調  〈所管公益法人関連)

番 = 量驚|1軍姿挙諄2 事業名

5253-8111 `内 線 )21663

契約を締結し
た日

契TIの相手方の商号
スは名称

一般競争入札 遺名
競争入lL、企画競
争、公募又は不落
不調の別

予定価格
(円)

契約金額
(円)

落it卒

%)

嶼
帖
卿
賭
数

入ホL参加 (応募)資 格の内容 (誌

負実績、実務経験者の在籍等)

'94
署露量識雰菖備に含ま,蓋獣 119 6 27

`財

)道 脇凛0お 席

センター

(財)国 十桂術研究
ヤンター

公募 19,966.634 19,950 000 99 9% 1

技術力 中立性 公平性、守秘
性、業務執行体制 (実務経験者の
在籍)、 業務実績 (誇負実績)

2,5

置賢[品ま:検事羹霧
造令の

H19 6 27∩ 公募 8,S14,222 8 715,000 98 8% 1

技術力、中立性 公平性、守秘
性、業務執行体制 (実務経験者の
在籍)、 業務実績 (需会実績)

296 聰 悟鰍菫こ雷季:翁f道路関係 H19 7 5 公募 55,809,054

' S47.364

54,915,O00 98 3% 1
繁響翼渡

守秘性、業務熟行体制、

297

298

(財)道 路管理セ
ンター 襲妻

:」弄テI雰菖磐荘屡 H19 7 19 隊 )エ ヌ ティ
ティ データ 企画競争 74,025.ooo 2 唇緞〔恙暑畜量「筆饗蔓藩i量態

薇
道路交通の高度化のためのフ

畳腰欝堡書
の活用に関する調 H19 7 23

`財
)計 =許 両証空

正
公募 49,665.000 99 

“

技術力、中立性 公平性、守秘

を鵜斉奮肇爆羹製1壽質雙藩貢
の

1 299 豪顧:53猿聾情婆留
事業計画支援システムの

H19 7 25
(蔵)日 本建設情報

総合センター 公募 6 99o,o39

7,092,ooo

6.982.500 99 8% 1

重術力 中立性 公平|■ 守秘
性、業務散行体制 業務実績 (請
負実績)

30o 督詈i暑ヂ贅[数テ晋曇ミ亡要暑秦発撞奨暑 H1942
(財)建 築技術教育

普及センター 公豪 7,087,50( 99 9% 1 技術力 守秘性 業務実績

3ol 幸出し,番行政情尼電張Iラ炉阜f凛単
ライン

H1942
(■)建築行政情報

センター 公募

公豪

13,702,oO( 10,692,000 99 9% 菫術力 守秘II、業務実績

3o2 羹慰しヮ圭技術研
乃

'19年
度箱集市街地にお

11増増に:灘峯鳥馨体によH19 6 28
(財)国 土技術研究

センター 21 600,00C 1
技術力 中立性 公平 7.・、守秘
性、業務執行体帝1 業務実績

303
(財)建 築保全セ

ンター [声 予
施設保全業務 (立原庁

H1942 第「建築サービス
(株)

一般競争

一般競争

96.600,00( 06.550,00( 98 9, 2
予定管理技術者、業務実績、 IS
09001の 取得

304
(財)建 築,全 セ

ンター 』烹
等施設保

今
業務 (旭庁

H19 42 (株)裕 |・ 132,972,00( 129,150.00〔 97 1
予定管理技術者、業務実績、 IS
090olの 取得

=05
＞

¨

財

タ

′、
ン

土木研究セ
研究施設点検整備業務 H1942

("土 木研究セン
ター 公募 51,471 00C 50,925 000 98 9, 技術ヵ、業務軌lJ体制、業務実績

出典 :衆議院予算委員会 前原誠司委員(民主党)要求資料 11



政・官の在り方

< 省 略 >

日
せ

‐６
〈
ロ

月
申

７
△本

年
談

‐４
懇

成
僚

平
閣

1 基本認識

2 対応方針

政府の政策決定における内閣主導を徹底する観点に立ち、以下
の措置をとるものとする。その際、副大臣、大臣政務官は、 「政J
と 「官」の関係について、大臣の指示に基づき、 「国務大臣、副大
臣及び大臣政務官規範」に定める役割を適時適切に果たす。
〔1〕 「官Jは 、国会議員又はその秘書か ら、個別の行政執行 (不

利益処分、補助金交付決定、許認可、契約等)に 関する要請、
働きかけであって、

                   r策の推進における公正中立空
対応が極めて困難なものについては、大臣等に報告するもの
とする。報告を受けた大臣等は、要請、働きかけを行った国
会議員に対 し、内容の確認を行うとともに、政 ・官の関係に
ついて適正を確保するなど、自らの責任で、適切に対処する。

〔2〕 法律案の作成等、政策立案の過程における 「官」から 「政J
への働きかけは、大臣等の指揮監督下にあって、その示 した

方針に沿ってこれを行わなければならない。
〔3〕 『官Jは 、大臣等に報告すべき情報を秘匿した り偏った情報

提供を行 うことのないよう、報告責任を全うし、国家公務員
法の精神に則 り、国民全体の奉仕者として、 「基本認識Jで
明らかにした 「官Jの 役割を誠実に果たすものとする。

〔4,「 官」は、上記 〔1〕 により大臣等に報告するものについては

M‐ M趾 祠 乳 樵の確認を経た上で保左する。
を保存する場合、記録の正確性を十分確保することろし、詳細
な発言内容を保存する場合には、改めて本人の確認を求める。

(5〕 各府省幹部は、政 ・官関係の不適切な問題が生じないよう、
部下を指導監督する。また、必要に応じて、大臣等と解決に
向けた協議を行う。一府省の問題といえども問題の性質によ
つては、内閣として対応する。

出典 :内閣官房作成資料より抜粋

つ
を
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